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保育・子育てサービスの充実 

目指すべきまちの姿

（３）保育サービスの提供
・安全・安心な保育サービスの提供とともに、待機児童ゼロ施策の継続、一時保育
やファミリー・サポート・センターを活用した病児・病後児保育の推進及び、外国
人の子どもが小学校での生活に早期になじめることを目指し、日本語指導や学校適
応指導を行うプレスクールなど多様なニーズに対する子育て支援の充実を図りま
す。

児童遊園・子どもの遊び場について、樹木管理及び遊具点検を業務委
託し、遊具点検結果に異常があるものについては修繕を行う等、施設
の適正管理に努めました。除草管理等は、地元住民で行っています
が、高齢化等の理由により、地元管理が困難となってきており、徐々
に管理体制の見直しを行う必要があります。

（２）地域における子育て支援の充実【重点施策】
・放課後等における児童の安全・安心な居場所の確保と遊び・学習、各種体験の場
の充実を図ります。
・市民の相互援助による子育て支援活動を目的としたファミリー・サポート・セン
ターの支援や保護者が楽しく子育てできるよう、気軽に相談できる場を提供して子
育て相談並びに子育て情報の提供、親子イベントを行うなど、地域における子育て
支援サービスの充実を図ります。
・児童遊園・子どもの遊び場の整備など、子育てを支援する生活環境の充実を図り
ます。
・母子保健施策及び子育て支援施策の両面で、妊娠期から子育て期までに必要な
サービスや支援を提供するため、相談業務や関係機関との連携調整を行う「子育て
世代包括支援センター」を設置・運営します。

放課後の子どもの居場所となる児童館（６施設）及び児童クラブ（11
施設）については、コロナ禍における感染症対策を徹底して運営を継
続しました。
子育て支援センターやファミリー・サポート・センターを活用した子
育て支援事業の充実に取り組みました。

妊婦支援会議において家庭相談員も参加し、早い段階で情報共有をし
ています。妊娠期から子育て支援センター、ファミリー・サポートセ
ンターの情報を提供や利用を促し、センターと連携支援をしていま
す。

待機児童ゼロ（令和４年４月１日現在）を継続するとともに、一時保
育や病児・病後児保育の申請に対し、規定どおり対応することができ
ました。また、保育認定を受けた児童の時間外保育や、外国にルーツ
を持つ年長児を対象としたプレスクール（月２回）を実施しました。

児童課

健康推進課

児童課

「家庭任せ」にしない、地域社会が一体となった子育て環境が整っています。

●主要施策と概要【ＰＬＡＮ】

児童課

児童課

福祉課

金魚クラブにより、毎月20日の交通指導と運動会での啓発活動（交通
安全ゲーム）を行いました。

児童課

この１年間の成果及び反省点【ＤＯ】 担当課

スクールガードとの連携を強化し、地域ぐるみで交通安全・防犯に取
り組んでいます。通学路の安全について土木課、警察、土木事務所、
国道監理事務所等と連携して点検等を行い、児童・生徒が安全に登下
校できるよう環境整備に努めました。

学校教育課

（５）支援が必要な子ども・家庭への対応
・子どもの発達に応じた療育相談支援事業の充実を図ります。
・母子通園施設（のびのび園）については、親子で療育に取り組み、多様なニーズ
に対する子育て支援の充実を図ります。

（６）要保護児童等への対応
・要保護児童対策地域協議会を核として、児童・障害者相談センターや警察などと
の連携を強化しながら、児童虐待防止対策の充実を図ります。
・ひとり親家庭の自立支援や障がい児施策の充実を図ります。
・様々な養育上の問題を抱える家庭を支援員が訪問し、適切な指導助言を行い、保
護者の負担軽減を図ります。

発達の遅れが気になる児童とその保護者が親子で通園する「のびのび
園」において、親子で療育に取り組み、児童の特性に沿った内容や生
活支援の自立を促しました。

要保護児童対策地域協議会において、代表者会議（年１回）、担当者
会議（月１回）及びケース検討会議（随時）を開催し、関係機関と情
報共有、連携を図り児童虐待防止及び支援に努めました。

要保護児童対策地域協議会担当者会議に保護グループの職員が毎月参
加し、経済的な理由により児童虐待に繋がる恐れのある世帯等につい
て、情報共有を行いました。また、障がい児の生活能力向上のため、
障害児通所支援事業の利用に対して支援を行い、保護者の負担軽減を
図りました。

A

B

A

A

支援が必要な児と家族には、個々のニーズに合わせて療育施設・病
院・相談機関等の紹介を行い、支援を行っています。

健康推進課 B

B健康推進課
養育上の問題を抱える家庭や健診未受診者は随時家庭相談員に報告
し、また月１回、要保護児童対策地域協議会にて報告し、関係機関と
情報共有し、虐待防止のための対応をしています。

A

％ 27.5 ➚ 39.5

●施策目標に対する市民満足度 単位
現状値

(平成29年度)
目指す方向性

中間値
(令和４年度)

施策コード 基本目標 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 

２ １ 施策目標 子育て支援の充実 

第２次総合計画施策評価シート《令和４年度分》

SDGs
連携分野

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップ
を活性化する

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進
する

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学
習の機会を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

目標10.　各国内及び各国間の不平等を是正する

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる
目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実
現する

A

各季の啓発イベントや各保育所に県警交通安全チームを派遣するなど
例年並みの活動水準を保ちました。自転車乗車用ヘルメット着用の努
力義務化や保険加入について啓発を行いました。

市民協働課 B

評価
【ＣＨＥＣＫ】

（１）子育て支援に関する指針の策定
・子ども・子育て支援事業計画に基づいた事業の評価、検証を行い、第２次子ど
も・子育て支援事業計画を策定します。

令和２年３月に策定した第２期計画に基づき、関連事業の実施、検証
を行い、市子ども・子育て会議において進捗状況を報告しました。

児童課 B

都市整備課

A

B

A

（４）子どもの安全確保
・警察・交通安全推進協議会・金魚クラブ（保育所保護者）などとの連携のもと、
交通指導をはじめ、子どもに対する効果的な交通安全教育、啓蒙活動を実施しま
す。また、市民による防犯パトロールを実施します。



(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

件

人

令和３年度 令和５年度

580

658

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

469

件 166 139 88 66

33

21

6

53

12

都市整備課

施策の今後の方針
【ＡＣＴＩＯＮ】

子育て支援については、妊娠期から出産・子育て、若者支援まで切れ目ない持続性のある施策を民間事業者や関係機関と連携し推進します。また、保育所の
民営化については、指定候補法人へ移管するための取組を進めます。

対象外

(2-6)

(3-1)

(3-4)

(５)

健康推進課

児童課

児童課

児童課

児童課

児童課

現状維持

改善

改善

現状維持

現状維持

現状維持

児童課

福祉課

児童課

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 今後の進め方【ＡＣＴＩＯＮ】

引き続き子どもの遊び場を適切に維持管理することで、子どもたちが
安全に遊べる環境を提供します。また、これまで地域によって実施さ
れてきた除草等の管理体制については、地域の現状を確認しながら検
討していきます。

現状維持

現状維持

児童課

8

5 7

24

15

7

65

10

4

10

(3-2)

(3-3)

市と地域住民（協力会員）が協働して子育て支援を行うという側面が
あり、市が直接運営する意義は大きいと考えます。協力会員の確保が
課題であり、適時適切な支援が常時可能となるよう、引き続き、事業
の啓発と会員の確保に努めます。

習い事やテレビゲームの普及などにより、児童の放課後及び休日の生
活状況が変化し、児童館の利用者が減少傾向にありますが、安全な子
どもの居場所を維持していく必要があります。今後も、時代や市民の
ニーズに沿った、より良い運営に努めていきます。

子育てに関する相談や育児の情報提供のほか、妊婦や乳幼児の保護者
が相互の交流を行う施設として、児童虐待につながる育児ストレスを
解消する場ともなっています。引き続き、利用者が気軽に利用できる
施設運営を継続していきます。

(2-5)

妊娠期から出産・ 子育て家庭を対象に面談や出産育児について情報提
供や相談に応じ、関係機関と連携を図り、切れ目ない支援を継続的に
実施します。

市内各地区に設置した公立保育所（９カ所）の運営については、保育
士不足などの理由により、土曜日の一日保育や育休退所の廃止（継続
利用）が実施できないほか、運動教室の開催など、民間で実施してい
る保育サービスに対応できていません。今後は、保育所運営に掛かる
財政負担の軽減と、多様化する保育ニーズに対応するため、令和４年
１月に策定した「弥富市公立保育所の民営化基本方針」に沿い、一部
保育所（２カ所）の民営化に順次取り組んでいきます。

子育て世代包括支援センター事業

保育所管理運営事業

(2-1) 児童クラブ管理運営事業 児童課

共働きやひとり親家庭が増加傾向にある中で、放課後児童健全育成事
業（児童クラブ）の需要も高まっています。今後も安心安全な施設管
理に取り組むとともに、利用時間の延長も視野に入れたスタッフの確
保に努めていきます。

改善

児童扶養手当交付事業

遺児手当交付事業

(6-4)

(6-5)

児童課

児童課

対象外

対象外

対象外

児童課

児童課

(2-2)

(2-3)

(2-4)

一時保育の需要に対する供給不足が少なからず発生しています。今後
も需要の増加が予測されるため、一部保育所の民営化が実現した段階
で事業の拡充を図る予定です。

就労などを理由に病気等の児童を安心して預けられるよう、必要な人
材の確保と適切な施設の管理運営に努めます。

障害児通所支援事業

児童虐待防止対策事業

20054

724

419

目標値
(目指す方向性)

(6-2)

児童虐待を未然に防止するために、あるいは有事の際に迅速に対応す
るために、関係部署及び関係機関との連携を強化し情報共有が徹底で
きる体制整備を進めていきます。

5

11

27

1

組

人

57

5

(6-3)

ファミリー・サポート・センター事業

児童館管理運営事業

子育て支援センター管理運営事業

子どもの遊び場管理運営事業

外国にルーツを持つ児童が増加傾向にある中で、一定の需要もあり事
業効果が高いため、保育所での事業を継続していきます。

児童発達支援事業を実施する民間事業者が増加しており、保護者の選
択肢が広がっています。市が運営する母子通園施設「のびのび園」
は、親子で学べる公的な療育施設として一定の評価を得ていますが、
多様化する療育ニーズに対応できるよう、事業内容の見直しを検討し
ていく必要があります。

保護者の養育能力が低くネグレクト傾向にある家庭など、様々な事情
を抱えた家庭に対し、子育ての知識豊富な支援員による家庭訪問は有
意義な事業であると考えます。したがって、支援が必要と判断する家
庭に訪問を受け入れてもらえるよう、保健師及び家庭相談員と連携し
て適切な対応を進めていきます。

対象外

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(6-1)

令和５年度 令和10年度令和４年度

200

件 439

632

594

人 527 684 600550

530500

0

24

一時預かり事業

病児・病後児保育事業

養育支援訪問事業 現状維持

対象外

現状維持

改善

70

15

改善母子通園施設管理運営事業

プレスクール事業

20

10



事業Ｎｏ

(2-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

児童クラブ管理運営事業 児童課 児童育成グループ 令和5年7月18日

SDGs
連携分野

事業目的
主な協働・
関連団体等

基本計画

2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

1 子育て支援の充実 

○
2

地域における子育て支援の充実

児童クラブ管理運営事業

基本目標

施策目標

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

放課後、自宅に保護者がいない児童に対し、適切な遊び
や生活の場を与え、児童の健全育成を図ります。

平成18 年度 終了年度 令和10 年度

保護者が昼間家庭にいない小学生（放課後児童）に対
し、授業の終了後に、児童クラブを実施することにより
適切な遊びや生活の場を与えるとともに、市内11箇所あ
る施設の維持管理を行います。

開始年度

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

主要施策

主要事業

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

方向性

改善

課長意見

共働きやひとり親家庭が増加傾向にある中で、放課後児童健全育成事業（児童クラブ）の需要も高まってい
ます。今後も安心安全な施設管理に取り組むとともに、利用時間の延長も視野に入れたスタッフの確保に努
めていきます。

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

評価の結果

保護者が昼間家庭にいない児童の安全、安心な居場所を確
保することは、市民ニーズも高く重要な事業となっていま
す。

十四山東部児童クラブを小学校の余裕教室に移設し、単独
施設よりも費用を抑えました。

民間委託も可能ですが、コストが増加しますので、引き続
き市が運営していきます。

保護者が昼間家庭にいない児童の安全安心な居場所を確保
しており、貢献度は高いと判断しています。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

事業費
（直接経費）

96,321

53,176

12,385

1,389

8,128

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

7,635

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

項目

指標の分析

事業内訳

合　　　計

14,828 1,873

事業費
（直接経費）

10,695

4,022 7,635

80,573

役務費

委託料

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

需用費

(補助額)

役務費

(補助額)

委託料

(補助額)

事業費
（直接経費）

93,575

事業費
（直接経費）

70

15

使用料及び賃借
料等

(補助額)

(補助額)

内訳
（具体的な内容）

(補助額)

96,759
報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

需用費

各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和４年度

(補助額)51,64057,518

200

令和４年度（実績）

(補助額)

(補助額)

117,529

令和10年度

530

20

10

令和３年度

200166 139

令和２年度 令和５年度 令和５年度

51,640

96,759

51,640

9,830

1,432

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

件

53

人

成果指標 単位
現状値

施策への貢献度

(補助額)

124,260

使用料及び賃借
料等

(補助額)

合　　　計

1,873

117,529

10,391

4,342

128,614

80,573

600

件

件

効率性

妥当性

9,830

51,640

1,140 1,432

527

469

2

550

500

15

7

65

10

必要性

人

組

21

6

人

8

5

57

5

632

594



事業Ｎｏ

(2-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

育児の援助を希望する方と育児の援助を必要とする方々
を登録・組織化し、相互の援助活動の連絡調整と子育て
援助を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

開始年度 平成21 年度 終了年度 令和10 年度

ファミリー・サポート・センター事業 児童課 児童育成グループ 令和5年7月18日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 ファミリー・サポート・センター事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

安心して仕事、育児を両立できる体制を整備することを
目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

3,200

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

備品購入費

負担金

7,254

3,000

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

備品購入費

負担金

7,054

令和４年度

724

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

需用費

(補助額)

役務費

(補助額)

備品購入費

(補助額)

負担金

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

6,257

3,000

妥当性

施策への貢献度

民間委託も可能ですが、引き続き市が運営していきます。

ファミリー・サポート・センター事業を実施することは、
総合計画における地域における子育て支援の充実を図るた
めに必要な事業です。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

市と地域住民（協力会員）が協働して子育て支援を行うという側面があり、市が直接運営する意義は大きい
と考えます。協力会員の確保が課題であり、適時適切な支援が常時可能となるよう、引き続き、事業の啓発
と会員の確保に努めます。

必要性

効率性

指標の分析 援助のニーズの高まりもあり、年々、会員数が増加しています。

項目 評価の結果

近くに頼れる親等がなく、子育ての援助を受けたい人と子
育ての援助ができる人との相互援助活動を連絡、調整する
ファミリー・サポート・センターの必要性は高いと考えま
す。

令和４年４月より、ひとり親家庭等の利用料負担を軽減す
るための助成事業を開始しました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

10 15人 5 2

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

件 166 139 200 200

人 527 632 658 684 550 600

3,000

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 3,942

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 6,583 7,054

(補助額)

負担金 703 257

(補助額)

257257

備品購入費 0 48

(補助額)

4848

役務費 237 207

(補助額)

207

200

207

158 285

(補助額) 3,942 3,000

需用費 285

3,000

485

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費 5,485 6,257

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

6,257

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 



事業Ｎｏ

(2-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

市内６箇所の児童館を管理運営し、遊びを通じて集団
的・個別的指導、健康の増進、放課後児童の育成・指
導、母親クラブ等の地域活動組織の育成・助長、年長児
童の育成・指導、子育て家庭への相談等を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度

児童館管理運営事業 児童課 児童育成グループ 令和5年7月19日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 児童館管理運営事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

18歳未満の児童に健全な遊びを与えて、児童館という子
どもの居場所をつくることで、その健康を増進し、情操
を豊かにすることを目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

0

内訳
（具体的な内容）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

72,256

0

内訳
（具体的な内容）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

72,256

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

需用費

(補助額)

役務費

(補助額)

委託料

(補助額)

使用料及び賃借
料等

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

57,923

妥当性

施策への貢献度

民間委託も可能ですが、コスト面でのデメリットがあるた
め、市の運営を継続していきます。

児童館の設置及び運営は、地域における子育て支援の充実
を図るために必要な事業です。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

習い事やテレビゲームの普及などにより、児童の放課後及び休日の生活状況が変化し、児童館の利用者が減
少傾向にありますが、安全な子どもの居場所を維持していく必要があります。今後も、時代や市民のニーズ
に沿った、より良い運営に努めていきます。

必要性

効率性

指標の分析

項目 評価の結果

18歳未満のすべての子どもが、その置かれている環境や状
況に関わりなく、自由に来館して過ごすことができる児童
館は子どもの居場所づくりという点でも必要です。

一部の児童館の空調をガスから電気に切り替えたことによ
り、光熱費の増加を抑えることができました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

10 15人 5 2

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 61,439 72,256

(補助額)

使用料及び賃借
料等

1,414 1,650

(補助額)

1,6501,650

委託料 2,942 5,567

(補助額)

5,5675,567

役務費 784 817

(補助額)

817817

6,865 6,299

(補助額)

需用費 6,2996,299

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費 49,434 57,923

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

57,923

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 



事業Ｎｏ

(2-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

事業概要

市内３箇所の子育て支援センターを設置し、子育て家庭
に対する相談の場の提供とともに、親子の交流、育児相
談、子育て情報の提供などの育児支援を行います。

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度

子育て支援センター管理運営事業 児童課 児童育成グループ 令和5年7月18日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 子育て支援センター管理運営事業

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

子育て家庭に対し、子育て中の親子の交流や育児相談な
どにより、子育ての不安感や育児ストレスの解消につな
げます。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

13,966

内訳
（具体的な内容）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

29,535

13,366

内訳
（具体的な内容）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

28,935

令和４年度

54

内訳
（具体的な内容）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費

(補助額)

需用費

(補助額)

役務費

(補助額)

委託料

(補助額)

使用料及び賃借
料等

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

26,692

13,366

妥当性

施策への貢献度

民間委託も可能ですが、的確な子育て支援（相談）を行う
ために市が直営し、知識と経験が豊富な保育所長経験者を
配置しています。

子育て支援センターを設置することは、総合計画における
地域における子育て支援の充実を図るために必要な事業で
す。

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

方向性

現状維持

課長意見

子育てに関する相談や育児の情報提供のほか、妊婦や乳幼児の保護者が相互の交流を行う施設として、児童
虐待につながる育児ストレスを解消する場ともなっています。引き続き、利用者が気軽に利用できる施設運
営を継続していきます。

必要性

効率性

指標の分析 育児相談件数は、新型コロナウイルス感染症対策により入場を人数制限したこともあり減少した。

項目 評価の結果

子育て家庭にとって身近な情報提供、相談、交流の場とし
て、地域の身近な場所で気軽に立ち寄ることができる子育
て支援センターは、市民のニーズも高く必要です。

新型コロナウイルス感染症対策により、入場を人数制限し
ながら、マタニティ講座や育児講座を順次、再開し、子育
てをサポートしました。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

10 15人 5 2

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

件 166 139 88 66 200 200

人 527 632 550 600

13,366

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 13,538

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 27,717 28,935

(補助額)

使用料及び賃借
料等

317 354

(補助額)

354354

委託料 229 249

(補助額)

249249

役務費 278 320

(補助額)

320

600

320

2,033 1,320

(補助額) 13,538 13,366

需用費 1,320

13,366

1,920

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

給料・報酬・手当・共済
費・報償費・旅費 24,860 26,692

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

26,692

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 



事業Ｎｏ

(2-5)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

子どもの遊び場を維持管理することにより、子どもたち
が安全に遊べる環境を提供します。

主な協働・
関連団体等

自治会

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標11.　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

事業概要

子どもが安全に遊び、地域市民の憩いとなる場として、
児童遊園、子どもの遊び場を維持管理します。

子どもの遊び場管理運営事業 都市整備課 公園緑地グループ 令和5年7月18日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 子どもの遊び場管理運営事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

弥富市児童厚生施設条例

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

子どもたちが安全に遊べる環境を提供するため、子どもの
遊び場の維持管理が必要です。

多くの子どもの遊び場が設置から長い年月が経過してお
り、施設の老朽化が進んでいます。こうした状況の中で、
子どもたちが安全に遊べる環境を提供するため、点検結果
等を基に、計画的に修繕や更新を行っていきます。

遊具の点検及び樹木の剪定を除き、除草等は原則地元住民
によって行われていますが、高齢化等の影響により、地元
管理が難しくなってきています。
土地の所有が市であることもあり、管理体制の見直しが望
まれています。

子どもの遊び場の維持管理をすることは、総合計画におけ
る子育て支援の充実を図るために必要な事業であり、いつ
でも子どもたちが安全に遊べる環境の提供に繋がります。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

委託料

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

修繕料

工事請負費

7,964

0

内訳
（具体的な内容）

委託料

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

修繕料

工事請負費

7,970

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

委託料

(補助額)

修繕料

(補助額)

工事請負費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

4,810

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

委託料 4,298 4,810

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

4,807

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

1,371 1,380

(補助額)

修繕料 1,3801,380

工事請負費 1,743 1,780

(補助額)

1,7801,777

(補助額)

(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 7,412 7,970

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

改善

課長意見

引き続き子どもの遊び場を適切に維持管理することで、子どもたちが安全に遊べる環境を提供します。ま
た、これまで地域によって実施されてきた除草等の管理体制については、地域の現状を確認しながら検討し
ていきます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析



事業Ｎｏ

(2-6)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

妊娠期から子育て期における不安を持つ家庭に対して、
相談や助言を行うことで切れ目のない支援を行うことを
目的とします。

主な協働・
関連団体等

児童課、福祉課等庁内関係部署

医療機関（産科、小児科）、産後ケア事業委託医
療機関

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

目標17.　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

事業概要

・妊娠期から子育て期にわたる母子保健、育児等に関す
る相談
・全ての妊婦の状況を継続的に把握し支援台帳を作成
・要支援者に必要なサービスを提供し、関係機関との連
絡調整
・社会資源の開拓など妊産婦への支援体制を整備

子育て世代包括支援センター事業 健康推進課 母子保健グループ 令和5年7月20日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

○主要施策
2

地域における子育て支援の充実

主要事業 子育て世代包括支援センター事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

母子保健法

子ども子育て支援法

事業の開始・
終了

開始年度 令和２ 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

妊産婦・乳幼児の状況を継続的・包括的に把握し、妊産婦
や保護者の相談に保健師等の専門家が対応するとともに、
必要な支援の調整や関係機関と連絡調整するなどして伴走
型相談支援を実施しました。

妊婦支援会議を月１回実施し、早期の情報共有を行いまし
た。妊娠期から子育て支援センター、ファミリー・サポー
トセンターの情報を提供や利用を促し、センターとの情報
交換会等において連携支援を行いました。

母子保健法第22条において市町村において設置することが
定められているため、市で実施することとなります。

伴走型相談支援を実施することで育児不安の緩和や虐待防
止につながります。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

3,460

内訳
（具体的な内容）

報酬

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

職員手当等

共済費

旅費

5,191

3,460

内訳
（具体的な内容）

報酬

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

職員手当等

共済費

旅費

5,191

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

報酬

(補助額)

職員手当等

(補助額)

共済費

(補助額)

旅費

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

3,417

2,278

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬 1,740 3,417

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

3,417

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

359 727

(補助額) 448 2,278

職員手当等 727

2,278

727

484

共済費 395 732

(補助額) 484

732

484

732

488

旅費 196 315

(補助額) 488

315

488

315

210(補助額) 210210

3,460

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 448

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 2,690 5,191

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

現状維持

課長意見

妊娠期から出産・ 子育て家庭を対象に面談や出産育児について情報提供や相談に応じ、関係機関と連携を図
り、切れ目ない支援を継続的に実施します。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析



事業Ｎｏ

(3-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

保育に欠ける未就学児童に安全・安心な保育サービスを
提供し、健全な心身の発達を図ることを目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

事業概要

保育の専門性を有する職員と、家庭との緊密な連携によ
り、養護及び教育を行うことやアレルギーに対応した給
食を提供し、食育を行うことなどにより子どもの最善の
利益を考慮し、その福祉を積極的に増進することに最も
ふさわしい生活の場を提供します。

保育所管理運営事業 児童課 保育グループ 令和5年7月7日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 保育所管理運営事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

弥富市立保育所条例

子ども・子育て支援法

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度
第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

女性の社会進出に伴い、保育に欠ける乳幼児を保育し、家
庭養育の補完と支援を通じて乳幼児の健全育成の重要な役
割を果たすため必要です。

人件費や施設の修繕費など、一般財源の負担が大きいた
め、人件費の削減と施設管理における国庫補助が見込める
一部保育所の民営化を進めます。

保育所に掛かるコスト削減や多様化する保育ニーズに対応
するため、一部保育所の民営化を進めます。

各地区に設置した公立保育所において、待機児童ゼロ施策
を継続し、安心安全な保育サービスを提供することができ
ましたが、土曜日の一日保育など多様化する保育ニーズす
べてに対応することはできませんでした。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

123,208

内訳
（具体的な内容）

共済費・賃金・報償費・
旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

委託料

使用料及び賃借
料

役務費等

1,524,927

123,208

内訳
（具体的な内容）

共済費・賃金・報償費・
旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

委託料

使用料及び賃借
料

役務費等

1,524,927

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

共済費・賃金・報償費・
旅費

(補助額)

需用費

(補助額)

委託料

(補助額)

使用料及び賃借
料

(補助額)

役務費等

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

721,045

123,208

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

共済費・賃金・報償費・
旅費 320,564 721,045

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

721,045

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

137,974 136,847

(補助額) 316,593 123,208

需用費 136,847

123,208

136,847

委託料 161,603 165,447

(補助額)

165,447165,447

使用料及び賃借
料

8,297 8,689

(補助額)

8,6898,689

役務費等 222,220 492,899

(補助額)

492,899492,899

123,208

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 316,593

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 850,658 1,524,927

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

改善

課長意見

市内各地区に設置した公立保育所（９カ所）の運営については、保育士不足などの理由により、土曜日の一
日保育や育休退所の廃止（継続利用）が実施できないほか、運動教室の開催など、民間で実施している保育
サービスに対応できていません。今後は、保育所運営に掛かる財政負担の軽減と、多様化する保育ニーズに
対応するため、令和４年１月に策定した「弥富市公立保育所の民営化基本方針」に沿い、一部保育所（２カ
所）の民営化に順次取り組んでいきます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析



事業Ｎｏ

(3-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

保護者の社会活動への参加や、家庭生活を充実させるた
めに一時的に保育することにより、安心して子育てがで
きる環境を整備します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

事業概要

保護者の仕事・就学・職業訓練、家庭の病気や入院・冠
婚葬祭、心理的、肉体的な育児疲れの解消のため、家庭
での保育が困難となった児童を保育所で一時的に保育し
ます。

一時預かり事業 児童課 保育グループ 令和5年7月7日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 一時預かり事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

開始年度 平成27 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

就労形態の多様化や、保護者の疾病等による緊急時保育に
対応するため必要です。

利用者が増加することにより、会計年度任用職員の人件費
は増加しましたが、それ以上に補助金の歳入が増加しまし
た。

民間運営でも可能です。当事業の実施母体となる保育所の
民営化に併せた事業の拡充を検討していきます。

多様な保育ニーズへの対応策の一つとして、子育て施策の
充実に貢献しています。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

768

内訳
（具体的な内容）

共済費・賃金

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

3,773

768

内訳
（具体的な内容）

共済費・賃金

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

3,773

令和４年度

580

内訳
（具体的な内容）

共済費・賃金

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

3,773

768

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

共済費・賃金 4,392 3,773

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

3,773

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(補助額) 1,445 768768

(補助額)

(補助額)

(補助額)

768

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 1,445

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 4,392 3,773

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594 419 439

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

改善

課長意見

一時保育の需要に対する供給不足が少なからず発生しています。今後も需要の増加が予測されるため、一部
保育所の民営化が実現した段階で事業の拡充を図る予定です。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析 コロナ禍の中でしたが社会経済活動の再開に伴い、リフレッシュや産前産後の利用者が増えました。



事業Ｎｏ

(3-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童が病気であり、家庭で保育が困難な場合、専用スペー
スで一時的に保育することで、保護者の子育てと就労の両
立を支援します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

事業概要

児童が病気で集団保育ができない期間であり、かつ、保護
者の勤務等の都合で、家庭において保育を行うことが困難
な場合、専用スペースであるキッズケアルーム「えがお」
で一時的に保育します。

病児・病後児保育事業 児童課 児童育成グループ 令和5年7月18日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 病児・病後児保育事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

子ども・子育て支援法

児童福祉法

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

児童が病気の時に、保護者の勤務等で家庭において保育が困
難な場合に利用できる病児・病後児保育事業は必要なサービ
スです。

ファミリー・サポート・センターで病児保育も運営している
ため、人件費、設備費等のコスト削減になっています。

民間委託も可能ですが、引き続き市が運営していきます。

病児・病後児保育を実施することは、総合計画における地域
における子育て支援の充実を図るために必要な事業です。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

4,432

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

7,456

4,232

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借
料等

7,156

令和４年度

5

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費

(補助額)

需用費

(補助額)

役務費

(補助額)

委託料

(補助額)

使用料及び賃借
料等

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

6,059

4,232

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬・手当・共済費・報
償費・旅費 5,425 6,059

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

6,059

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

122 360

(補助額) 4,258 4,232

需用費 360

4,232

660

役務費 162 72

(補助額)

72

200

72

委託料 111 143

(補助額)

143143

使用料及び賃借
料等

437 522

(補助額)

522522

4,232

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 4,258

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 6,257 7,156

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 4 24 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

現状維持

課長意見

就労などを理由に病気等の児童を安心して預けられるよう、必要な人材の確保と適切な施設の管理運営に努
めます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、依頼のキャンセルが増え、令和４年度は利用者数が減少しました。



事業Ｎｏ

(3-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

外国にルーツを持つ未就学児に日本語指導を行い、入学し
た小学校で戸惑うことなく早期に学校生活に適応できるよ
うになることを目的とします。

主な協働・
関連団体等

弥富市プレスクール指導者

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標10.　各国内及び各国間の不平等を是正する

事業概要

外国にルーツを持つ未就学児が小学校での生活に早期にな
じめることを目指し、日本語指導や学校適応指導を行いま
す。

プレスクール事業 児童課 保育グループ 令和5年7月7日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
3

保育サービスの提供

主要事業 プレスクール事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

開始年度 平成27 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

増加傾向にある外国にルーツを持つ児童が、小学校生活に早
期に順応できることを目的とし、児童本人や受け入れる学校
側にとっては必要な事業と考えます。

教材等と数時間の人件費のみの事業ですので、費用対効果は
高いと考えています。

同様な事業を行う民間事業者もあるが、各小学校区に設置し
た市立保育所において、市内で活動する講師が地域児童に日
本語指導を実施する意義はあると考えます。

国際化が進む地域社会において、多様化する保育サービスの
一つとして主要施策に貢献しています。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

報償費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

270

0

内訳
（具体的な内容）

報償費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

270

令和４年度

11

内訳
（具体的な内容）

報償費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

270

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報償費 152 270

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

270

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 152 270

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6 10 7

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

現状維持

課長意見

外国にルーツを持つ児童が増加傾向にある中で、一定の需要もあり事業効果が高いため、保育所での事業
を継続していきます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析 地域のグローバル化に伴い、外国にルーツを持つ園児が増加しています。



事業Ｎｏ

(５)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

言葉の遅れ・多動・癇癪が強いなど子育ての難しさを感じ
た家庭に寄り添い、様々なプログラムにより子どもの基本
的な生活習慣の自立や態度、運動機能の発達を促します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

事業概要

発達の気になる就学前の子どもに生活習慣の自立や社会性
の芽を育てて、親子で療育に取り組みます。

母子通園施設管理運営事業 児童課 児童家庭グループ 令和5年7月5日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
5

支援が必要な子ども・家庭への対応

主要事業 母子通園施設管理運営事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市母子通園施設条例

弥富市子ども・子育て支援事業計画

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

母子通園施設はまだ少なく、母子で通所するための療育施設
として利用する希望者も少なくないため、今後も必要な施設
です。

施設の老朽化など、修繕も増えているが、必要最小限での修
理を行っています。

民間の療育施設が増え、利用者のニーズに合わせた利用がで
きるようになっています。

療育が必要な児童と保護者に対し、支援や助言は必要です。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済・報
償・旅費等

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び～負
担金等

23,009

0

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済・報
償・旅費等

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

需用費

役務費

委託料

使用料及び～負
担金等

23,009

令和４年度

27

内訳
（具体的な内容）

報酬・手当・共済・報
償・旅費等

(補助額)

需用費

(補助額)

役務費

(補助額)

委託料

(補助額)

使用料及び～負
担金等

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

19,356

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬・手当・共済・報
償・旅費等 15,673 19,356

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

19,356

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

1,845 1,852

(補助額)

需用費 1,8521,852

役務費 421 476

(補助額)

476476

委託料 862 906

(補助額)

906906

使用料及び～負
担金等

1,384 419

(補助額)

419419

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 20,185 23,009

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 33 24 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

改善

課長意見

児童発達支援事業を実施する民間事業者が増加しており、保護者の選択肢が広がっています。市が運営す
る母子通園施設「のびのび園」は、親子で学べる公的な療育施設として一定の評価を得ていますが、多様
化する療育ニーズに対応できるよう、事業内容の見直しを検討していく必要があります。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析
親子で通園することに負担を感じている家庭が多いが、療育に前向きな親もみられ、ニーズ（通所日数等）に合わせた対応
が必要です。



事業Ｎｏ

(6-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

子育てに関し不安や孤立感を抱える家庭や養育支援が必要
な家庭を支援します。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

事業概要

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼなどの問題に
よって、子育てに対して不安や孤立感を抱える家庭や様々
な要因で養育支援が必要となっている家庭に対し、養育支
援訪問員を派遣することにより、個々の家庭の抱える養育
上の諸問題の解決、軽減を図ります。

養育支援訪問事業 児童課 児童家庭グループ 令和5年7月5日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 養育支援訪問事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

弥富市子ども・子育て支援事業計画

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

開始年度 平成28 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

養育不安や、精神不安を抱える家庭が増加傾向にあるため、
引き続き訪問支援事業は必要と思われます。

国の事業で補助金の対象です。支援件数に応じて費用は変わ
ります。研修会等開催し、訪問員の知識向上にも努めます。

個人情報や要保護児童の家庭等も含まれる可能性が高いの
で、市主体で実施します。

養育不安などの問題を抱える家庭に対して、訪問事業による
指導・助言を行うことで、生活に密着した支援が可能となり
ます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

106

内訳
（具体的な内容）

報酬

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

420

106

内訳
（具体的な内容）

報酬

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

420

令和４年度

1

内訳
（具体的な内容）

報酬

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

420

106

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報酬 6 420

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

420

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

40

(補助額) 6 106

報償費

106

(補助額)

(補助額)

(補助額)

106

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 6

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 46 420

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2 1 0

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

現状維持

課長意見

保護者の養育能力が低くネグレクト傾向にある家庭など、様々な事情を抱えた家庭に対し、子育ての知識豊
富な支援員による家庭訪問は有意義な事業であると考えます。したがって、支援が必要と判断する家庭に訪
問を受け入れてもらえるよう、保健師及び家庭相談員と連携して適切な対応を進めていきます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析
家庭訪問事業による支援のため、対象者から訪問を断わることもあり、利用者数が少ない。必要と思われる家庭には、積極
的に事業を促していきます。



事業Ｎｏ

(6-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

障がい児への日常生活における基本的動作の指導や独立し
た自立活動に必要な知識技能の付与、集団生活への適応の
ための訓練を施設通所により支援します。

主な協働・
関連団体等

障害児通所サービス事業所

国保連

相談支援事業所

SDGs
連携分野

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

事業概要

障がい児の生活能力向上のため、下記のサービス利用に係
る給付支援を行います。
・放課後等デイサービス
・児童発達支援
・保育所等訪問支援
・高額障害児通所給付費等

障害児通所支援事業 福祉課 障害福祉グループ 令和5年7月5日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 障害児通所支援事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

障がい者計画・第６期障がい福祉計画・第２期障
がい児福祉計画

児童福祉法

事業の開始・
終了

開始年度 平成24 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

137,530

内訳
（具体的な内容）

障害児通所給付
費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

障害児相談支援
給付費

障害児通所給付費支払事
務手数料

高額障害児通所
給付費

183,717

137,530

内訳
（具体的な内容）

障害児通所給付
費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

障害児相談支援
給付費

障害児通所給付費支払事
務手数料

高額障害児通所
給付費

183,717

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

障害児通所給付
費

(補助額)

障害児相談支援
給付費

(補助額)

障害児通所給付費支払事
務手数料

(補助額)

高額障害児通所
給付費

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

176,375

132,280

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

障害児通所給付
費

168,157 176,375

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

176,375

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

5,197 6,994

(補助額) 132,281 132,280

障害児相談支援
給付費

6,994

132,280

6,994

5,244

障害児通所給付費支払事
務手数料等 300 340

(補助額) 5,245 5,244

340

5,244

340

0

高額障害児通所
給付費等

32 8

(補助額) 0 0

8

0

8

6(補助額) 4 66

137,530

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 137,530

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 173,686 183,717

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

対象外

課長意見

対象外

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析



事業Ｎｏ

(6-3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童虐待の早期発見ができるような体制の整備を目的とし
ます。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

目標４.　すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

目標５.　ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

事業概要

要保護児童対策地域協議会があり、年１回代表者会議、年
12回担当者会議を開催。関係機関において情報を共有し、
連携しながら児童虐待の早期発見や適切な支援を図りま
す。

児童虐待防止対策事業 児童課 児童家庭グループ 令和5年7月5日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 児童虐待防止対策事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童福祉法

弥富市子ども・子育て支援事業計画

第２期弥富市子ども・子育て支援事業計画（令和
２年度～令和６年度）

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

子ども家庭総合支援拠点を設置し、虐待や養育不安を抱える
家庭の支援を実施しました。悲惨な事件が発生しないよう、
関係機関と連携を図り、取り組むべき必要な事業です。

当事業にかかる費用は、要保護児童対策地域協議会代表者会
議の報償費のみです。

個人情報を扱うため、市で行う必要があります。

児童虐待の早期発見・未然防止を図るため、虐待予防事業
は、今後も必要と考えます。

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

報償費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

20

0

内訳
（具体的な内容）

報償費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

20

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

報償費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

20

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

報償費 15 20

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

20

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 15 20

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

現状維持

課長意見

児童虐待を未然に防止するために、あるいは有事の際に迅速に対応するために、関係部署及び関係機関との
連携を強化し情報共有が徹底できる体制整備を進めていきます。

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析



事業Ｎｏ

(6-4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童扶養手当法に基づき、父母の離婚などで、父または母
と生活を同じくしていない家庭の安定や子どもの福祉の増
進を目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

事業概要

父または母と生計を共にしていない児童について、その家
庭生活の安定と自立を促進するため手当を支給します。

児童扶養手当交付事業 児童課 児童家庭グループ 令和5年7月5日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 児童扶養手当交付事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

児童扶養手当法

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

37,500

内訳
（具体的な内容）

扶助費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

112,500

37,500

内訳
（具体的な内容）

扶助費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

112,500

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

扶助費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

112,500

37,500

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

扶助費 95,152 112,500

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

112,500

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(補助額) 30,988 37,50037,500

(補助額)

(補助額)

(補助額)

37,500

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 30,988

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 95,152 112,500

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

対象外

課長意見

対象外

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析



事業Ｎｏ

(6-5)

■総合計画の位置づけ

■事業内容【ＰＬＡＮ】

第２次総合計画実施計画事業評価シート《令和４年度分》

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

事業目的

児童扶養手当法に基づき、両親または父母の一方が死亡し
て遺児となった児童を養育している家庭の生活の安定や子
どもの福祉の増進を目的とします。

主な協働・
関連団体等

SDGs
連携分野

目標１.　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

目標３.　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

事業概要

父または母と生計を共にしていない児童について、その家
庭生活の安定と自立を促進するため手当を支給します。

遺児手当交付事業 児童課 児童家庭グループ 令和5年7月5日

基本計画

基本目標 2 【健康・子育て・福祉】笑顔あふれる、健やかで共に支え合うまち 重点施策

施策目標 1 子育て支援の充実 

主要施策
6

要保護児童等への対応

主要事業 遺児手当交付事業

関連する
個別計画・
根拠法令等

弥富市遺児手当支給条例

事業の開始・
終了

開始年度 平成18 年度 終了年度 令和10 年度



■事業費（単位：千円）【ＤＯ】

■事業の評価【CHECK】

■今後の進め方【ACTION】

評価の結果

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価視点

・住民のために効果的なものであり、求められているか
・市民ニーズ、社会需要
・市民生活上必要であるか

・前年に比べてどのように工夫したのか
・コストの削減、費用対効果
・執行体制の効率性
・手段の最適性

・市・住民・団体で誰が実施するのが良いか

・施策への貢献度
・目標達成度
・市民サービスへの効果

0

内訳
（具体的な内容）

扶助費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

5,808

0

内訳
（具体的な内容）

扶助費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

5,808

令和４年度

内訳
（具体的な内容）

扶助費

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

合　　　計

(補助額)

事業費
（直接経費）

5,808

項目

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

扶助費 4,662 5,808

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

5,808

令和６年度（計画）令和５年度（計画）令和４年度（計画）

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

0

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(平成29年度) 令和元年度 令和２年度

(補助額) 0

令和３年度 令和５年度 令和５年度 令和10年度

事業内訳

令和４年度（実績）

合　　　計 4,662 5,808

(補助額)

件 166 139 200 200

人 527 632 550 600

500 530

件 8 21 15 20

件 469 594

7 10

組 57 53 65 70

人 5 6

10 15人 5 2

妥当性

施策への貢献度

必要性

効率性

方向性

対象外

課長意見

対象外

(２) 子育て支援センターにおける育児相談件数 

(３) 保育所による一時保育の件数 

(３) 病児・病後児保育の件数 

(３) プレスクール利用児童数 

(５) 母子通園施設(のびのび園)教室利用者数 

(６) 養育支援訪問事業利用者数 

(２) ファミリー・サポート・センター会員数 

指標の分析


